
１　みやぎの発展に向けた新たな自立戦略の展開

【主な事業等】

新規 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

（１）将来ビジョンの策定

新 企画部 5,000 ○ ○

（２）みやぎ経営戦略会議の設置

新 産業経済部 3,000 ○ ○

（３）市町村との新たなパートナーシップの構築

総務部 382,879 ○ ○

企画部 4,413

総務部 158,414 ○

企画部 836,100 ○ ○

（４）広域連携の推進

広域連携推進費 11,770

北海道・東北21世紀構想推進事業費 企画部 1,046

南東北中枢広域都市圏形成推進事業費 企画部 957

地域連携軸形成推進事業費 企画部 1,126

広域観光開発促進費 産業経済部 8,641

（５）聖域なき行政改革と財政健全化の推進

新 総務部 －

新 総務部 －

新 総務部 －

（６）組織改革の推進

新 総務部 －

（仮称）宮城県行政改革プログラムの推進

新・財政再建推進プログラムの推進

時代の変化に対応した組織改編

市町村合併交付金

移譲事務交付金等

山形県，福島県等との連携

各種協議会負担金

権限移譲等交付金

平成１８年度に重点的・戦略的に取り組む事業等

　平成１８年度をみやぎの自立的な発展に向けた道筋への端緒をつけるスタートの年として位置付け，１０年程度先の本県
のあるべき姿を提示する将来ビジョンを策定する。

　また，富と雇用の創出に向けた産業活性化に戦略的に取り組んでいくため，「みやぎ経営戦略会議」を設置し，産業経済
活性化の骨幹となる基本方針を策定する。

　さらに，分権時代にふさわしい市町村重視の県政の実現を目指し，市町村の基礎自治体としての規模，能力の拡充，自主
性・自立性の向上を支援するため，市町村合併の支援，権限移譲の推進，市町村振興総合補助金の充実及び人的支援などを
実施する。また，市町村円卓会議の開催など，県と市町村とが地域課題に一体となって取り組んでいくための意見交換の場
を一層充実させる。

有識者会議等による検討

年６回開催予定

市町村振興総合補助金

　地域の経済発展と自立を図っていくためには，時代の変化に対応しながら各県が互いに連携して取り組むことが極めて有
効であることから，様々な分野で，北海道・東北ブロックや隣接県同士などでの多様な広域連携を推進する。

合併市町村支援

山形県等との連携

北海道・東北８道県での連携

竹の内産廃処分場対策室，国際政策課等
設置

　喫緊の課題となっている本県財政の再建については，（仮称）宮城県行政改革プログラムや新・財政再建推進プログラ
ム，定員管理計画などの着実な推進を通じて，歳出構造の抜本的な見直し，行政コストの削減，選択・集中型の事業展開な
どを進めていく。また，予算を伴わない手法（非予算的手法）の導入を積極的に行い，総合的な政策形成力の向上を進め
る。

　みやぎ独自の海外交流戦略・グローバル戦略を策定・推進する国際政策課の新設，緊急かつ重要な課題である村田町竹の
内地区産業廃棄物最終処分場への対応を総合的に行う竹の内産廃処分場対策室の新設など，時代の変化や特定課題に対して
スピーディーに対応する機動性の高い組織の構築を図る。

備　  　　     考事業等の名称

（仮称）みやぎの将来ビジョン策定費

みやぎ新しいまち・未来づくり推進費

みやぎ地域アイデンティティー形成推進支援費

みやぎ経営戦略会議開催事業費

計画期間Ｈ１８～２１

市町村振興総合支援費

<<非予算的手法>>

<<非予算的手法>>

宮城県定員管理計画の推進

計画期間Ｈ１８～２１

計画期間Ｈ１８～２２
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２　平成１８年度に重点的，戦略的に取り組む事業等

（１）富県戦略による宮城の産業経済の飛躍への助走

ア　経済発展に向けた基本方針の策定と推進

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

新 産業経済部 3,000 ○ ○

イ　既存産業の構造改革の推進と新産業分野の創出

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　既存産業の体質強化と構造改革の推進

土木部 1,220 ○ ○

企業的農業経営体育成費 産業経済部 15,538

新 産業経済部 2,000 ○

利子補給 130,705 ○

農業近代化資金 産業経済部 62,353 融資枠15億円

［債務負担行為］ 産業経済部 ［99,536］ 融資枠15億円

漁業近代化資金 産業経済部 68,352 融資枠20億円

［債務負担行為］ 産業経済部 ［214,725］ 融資枠20億円

貸付金 38,141,000 ○

中小企業経営安定資金貸付金 産業経済部 36,110,000 ○

［債務負担行為］ 産業経済部 ［222,000］

中小企業産業振興資金貸付金 産業経済部 761,000 ○

［債務負担行為］ 産業経済部 ［8,000］

小規模企業者等設備導入資金貸付金（特別会計） 産業経済部 210,000

［債務負担行為］ 産業経済部 ［11,000］

農業改良資金（特別会計） 産業経済部 200,000

林業・木材産業改善資金（特別会計） 産業経済部 300,000

沿岸漁業改善資金（特別会計） 産業経済部 560,000

産業経済部 81,189

建設業経営多角化支援費

備　　　         考

　富と雇用の創出に向けた産業活性化に戦略的に取り組んでいくため，「みやぎ経営戦略会議」を設置し，産業経済活性化
の骨幹となる基本方針を策定する。

事業等の名称

備　　　         考

融資枠1,122億4,900万円

融資枠1,122億4,900万円

地域営農システム推進費

融資枠17億8,400万円

融資枠5億6,000万円

融資枠2億円

融資枠3億円

相談窓口設置，セミナー開催等

保証料助成信用保証協会経営基盤強化対策費

　中小企業など既存産業の経営基盤の強化を図るとともに，建設業の他分野進出を支援するなど，既存産業の体質強化と構
造改革を推進する。
　また，光関連産業や自動車関連産業，福祉関連産業，環境関連産業及び情報関連産業など，本県において新たに成長が期
待される産業分野に対して重点的に支援するとともに，企業の知的財産の活用に向けた支援体制を強化する。

年６回開催予定みやぎ経営戦略会議開催事業費（再掲）

事業等の名称

地域農業担い手経営体の育成支援等

融資枠2億1,000万円

地域営農システム推進リーダー養成等

融資枠17億8,400万円

融資枠2億1,000万円
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

②　新成長産業の創出と育成

光関連産業育成支援事業費 新 産業経済部 2,992 ○ ○

自動車関連産業特別支援事業費 新 産業経済部 15,000 ○ ○

先端・基盤技術高度化支援事業費 産業経済部 12,500 ○

機能性食品等開発普及支援事業費 産業経済部 2,000 ○

生活支援機器産業育成・支援事業費 産業経済部 6,500 ○

環境関連新技術開発支援事業費 産業経済部 17,500 ○ ○

みやぎｅ-ブランド確立支援事業費 新 企画部 31,000 ○ ○

東北テクノロジーセンター運営事業費 企画部 5,000 ○

ＩＴビジネス競争力強化市場形成促進事業費 企画部 4,500 ○

知的財産権活用推進研修事業費 新 産業経済部 5,750 ○ ○

ウ　内外の企業，資本誘致の積極的な展開と集積の促進 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

産業経済部 666,288 ○ ○

情報通信関連企業立地促進奨励費 1,104,096 ○

情報通信関連企業立地促進奨励金 企画部 85,000 ○

コールセンター立地促進特別奨励金 企画部 1,004,096 ○

コールセンターサポート事業費 企画部 15,000 ○

みやぎエコファクトリー立地促進奨励費 環境生活部 750,560 ○ ○

外資系（研究開発型）企業誘致促進事業費 新 産業経済部 5,000 ○ ○

工業立地促進資金貸付金 産業経済部 1,000,000 融資枠40億円

賃貸制度導入促進事業費 産業経済部 1,681 ○

<<非予算的手法>>

コールセンター求人情報提供事業費 企画部 －

エ　観光王国みやぎ戦略の推進

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

新 産業経済部 7,706 ○ ○

産業経済部 3,200 ○

産業経済部 7,021 ○ ○

新 産業経済部 4,000 ○

産業経済部 7,500 ○ ○

産業経済部 3,445 ○

産業経済部 30,000 ○

新 企画部 500 ○ ○

県内企業と誘致企業のマッチング等

自動車産業の取引・受注獲得支援等

抗糖化食品開発支援等

基盤技術高度化支援センター運営費等

備　　　         考

事業等の名称

高校等個別訪問，意見交換会開催

県内工業団地への制度導入促進

福祉機器等のデータベース化・情報提供等

県内ＩＣＴ企業への商品開発・販路拡大支援

高度ＩＴ技術研修等

事業等の名称

民力を活用した海洋資源体験学習館推進事業費

グリーン・ツーリズム促進支援事業費

観光立県みやぎ戦略推進事業費

みやぎの観光イメージアップ事業費

外国人観光客誘致促進事業費

観光客誘致ステップアップ事業費

地域産業振興事業費

民間主導型国内観光客誘致対策連携事業費

　みやぎ観光戦略プランを策定するとともに，国内観光客の誘客促進，東アジアを中心とした海外からの外国人観光客の誘
致促進などに積極的に取り組む。また，グリーン・ツーリズムの促進や多彩な地域資源を活用した観光振興事業を展開する
とともに，民間活力による観光拠点の設置促進に向けた検討などを行う。

備　　　         考

企業立地促進奨励費

新技術開発産学官ネットワーク形成事業等

事業等の名称

事業手法等の検討

東アジアからの誘客促進

地方振興事務所自主事業

新規旅行市場の開拓・強化

都市と農山漁村の交流促進

民間観光客誘致団体とのタイアップ

備　　　         考

地元企業のビジネスチャンス獲得支援

みやぎ観光戦略プランの策定

国内観光客の誘客促進

知的所有権センター運営費等

立地企業への奨励金

立地企業への奨励金

オペレーター養成セミナー等

　研究開発型企業，情報通信関連企業や環境関連企業の立地促進に向けた各種事業に取り組むとともに，知事自ら先頭に
立った成長企業へのトップセールスを積極的に展開し，国内外の資本，企業の誘致を推進する。

外資系企業誘致活動費

立地企業への奨励金

立地企業への奨励金
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オ　食材王国みやぎへの本格的な展開

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　地域産品のブランド化促進

食材王国みやぎ創造推進費 12,304 ○

食材王国みやぎ総合推進費 産業経済部 9,644 ○

食べらinみやぎ事業費 産業経済部 2,660 若手料理人甲子園の開催等

みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進事業費 新 産業経済部 1,000 ○ ○

みやぎの野菜ブランド化推進事業費 新 産業経済部 3,106 ○

個性派野菜ブランド化促進事業費 新 産業経済部 1,784 ○ ○

産業経済部 12,442 ○

みやぎの園芸ブランドパワーアップ推進事業費 産業経済部 1,000

地域特産品認証事業費 産業経済部 984

首都圏県産品販売等拠点運営事業費 産業経済部 157,325 ○ ○

米ビジネス推進事業費 産業経済部 30,729 ○ ○

麦・大豆ビジネス推進費 産業経済部 4,140 ○

園芸特産戦略産地育成事業費 新 産業経済部 4,803 ○

山の幸振興総合対策費 産業経済部 2,755 ○

みやぎの水産物トップブランド形成費 産業経済部 5,100 ○ ○

みやぎおさかな１２つき提供事業 新 産業経済部 1,000 ○

<<非予算的手法>>

「みやぎブランド」首都圏浸透プロジェクト 新 企画部 －

②　地域に根ざした食育の推進

新 保健福祉部 4,000 ○ ○

食育実践地域活動支援事業費 産業経済部 4,499

学校給食地場野菜等利用拡大事業費 産業経済部 2,700 ○

食育実践方策検討会の開催等

地場野菜等供給システム確立等

首都圏ホテル等との連携

食育推進費 県計画策定，食育の普及推進

特用林産物の振興

水産物の戦略的マーケティング活動支援

水産物の地産地消体制の整備

東京アンテナショップの運営

みやぎ米ブランドの確立

売れる麦・大豆づくりの生産振興

園芸特産重点戦略産地育成委員会の設置
等

養殖水産物ブランド化推進・強化事業費 カキ浄化処理機器整備助成等

園芸作物の銘柄確立

検討委員会開催等

食材王国みやぎフェアの開催

「みやぎの食ブランド化戦略」の策定

園芸特産農産物のブランド品目開発

プンタレッラの高付加価値化・販売促進

　本県地域産品のブランド化を総合的に推進する。また，首都圏における県産品販売の拠点である東京アンテナショップの
活用などにより，市場ニーズを重視した県産品販売を支援するとともに，米，麦，大豆及び園芸特産品や特用林産品などの
付加価値創造に向けた各種事業を実施する。
　さらに，豊かな食材に恵まれた本県の特性を踏まえ，「宮城県食育推進計画」の策定や食育啓発普及などを通じて，地域
に根ざした健全な食育の推進を目指す。

事業等の名称 備　　　         考
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カ　アグリビジネスなどの戦略的展開

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　アグリビジネスの振興

新世代アグリビジネス総合推進事業費 新 産業経済部 20,957 ○ ○

みやぎの養液栽培普及推進事業費 産業経済部 2,565 ○ ○

土木部 1,220 ○ ○

グリーン・ツーリズム促進支援事業費（再掲） 産業経済部 7,500 ○ ○

新みやぎの農業教育訓練システム整備事業費 新 産業経済部 2,000 ○ ○

新規就農者支援費 42,200 ○

新規就農者支援費 産業経済部 40,200 ○

地域営農システム推進費（再掲） 新 産業経済部 2,000 ○

ふるさと食品活性化ネットワーク支援費 産業経済部 1,228 ○

企業的農業経営体育成費(再掲) 産業経済部 15,538

<<非予算的手法>>

民間企業等の農業参入相談事業費 産業経済部 －

②　水産林業の振興

みやぎ木づかいモデル創造事業費 新 産業経済部 4,500 ○ ○

「もっともっと・みやぎの間伐材」流通拡大対策事業費 新 産業経済部 12,000 ○ ○

みやぎブランド材流通強化対策事業費 産業経済部 5,350 ○

未利用森林資源活用推進費 産業経済部 430,338

みやぎの水産物トップブランド形成費（再掲） 産業経済部 5,100 ○ ○

みやぎおさかな１２つき提供事業費（再掲） 新 産業経済部 1,000 ○

<<非予算的手法>>

木材利用推進行動計画の策定等による県産材需要の拡大 新 産業経済部 －

水産物の戦略的マーケティング活動支援

水産物の地産地消体制の整備

公共事業における木材利用推進等

県産材利用技術の開発

低コスト間伐材生産流通支援

高品質県産材の流通拡大

木材の新流通加工システム構築支援

アグリビジネス起業者への支援

農業参入相談窓口設置

地域農業担い手経営体の育成支援等

都市と農山漁村の交流促進

農業担い手育成体制の整備

就農支援資金償還助成等

地域営農システム推進リーダー養成等

アグリビジネス推進体制整備等

宮城型養液栽培システムの普及

建設業経営多角化支援費（再掲） 相談窓口設置，セミナー開催等

　農業をはじめとした一次産業の成長産業への転換を目指して，各種事業を展開する。
　アグリビジネスについては，アグリビジネス経営体の育成支援，内外の企業のアグリ分野への進出・誘致の促進，農山村
地域の豊かな自然や食文化を活用したグリーン・ツーリズムの推進などに取り組む。また，社会人を含めた新規就農者の創
出や，意欲ある担い手の確保・育成のための研修体制の整備を進める。
　水産業については，水産物の販路拡大に向けたブランド化，水産物の地産地消体制の整備などを推進する。また，林業に
ついては，ブランド材の生産・流通強化や間伐材の流通拡大対策などを進めるとともに，県産材の活用や新規需要を喚起す
るための事業に取り組む。

事業等の名称 備　　　         考
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キ　地域産業の再生と雇用の確保 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　中小企業等の経営体質の強化

産業経済部 14,000 ○ ○

産業経済部 ［150,000］ ○

利子補給（再掲） 130,705 ○

農業近代化資金 産業経済部 62,353 融資枠15億円

［債務負担行為］ 産業経済部 ［99,536］ 融資枠15億円

漁業近代化資金 産業経済部 68,352 融資枠20億円

［債務負担行為］ 産業経済部 ［214,725］ 融資枠20億円

貸付金（再掲） 38,141,000 ○

中小企業経営安定資金貸付金 産業経済部 36,110,000 ○

　　［債務負担行為］ 産業経済部 ［222,000］

中小企業産業振興資金貸付金 産業経済部 761,000 ○

　　［債務負担行為］ 産業経済部 ［8,000］

小規模企業者等設備導入資金貸付金（特別会計） 産業経済部 210,000

　　［債務負担行為］ 産業経済部 ［11,000］

農業改良資金（特別会計） 産業経済部 200,000

林業・木材産業改善資金（特別会計） 産業経済部 300,000

沿岸漁業改善資金（特別会計） 産業経済部 560,000

産業経済部 81,189

産業経済部 ［96,000］ ○

産業経済部 ［18,000］

産業経済部 2,294 ○

産業経済部 35,560

産業経済部 1,600

産業経済部 33,276 ○

新 産業経済部 15,000 ○ ○

産業経済部 4,500

産業経済部 3,631

産業経済部 1,137若手マネジャー等実践研修事業費 大型量販店等での研修

みやぎいいものテクノフェア開催費 実行委員会負担金

商店街総合支援費 TMOの育成と商店街の活性化

みやぎマーケティング・サポート事業費 実践経営塾設置等

自動車関連産業特別支援事業費（再掲） 自動車産業の取引・受注獲得支援等

中小企業経営革新事業費 中小企業等の経営革新の促進

デザイン重視型ものづくり支援費 マッチング支援(デザイナー等)等

産業再生借換特別保証事業費［債務負担行為］ 制度融資等の一本化借換保証

債権担保証券市場創設支援費 債権担保証券市場の制度周知・普及等

信用保証協会経営基盤強化対策費（再掲） 保証料助成

中小企業再生特別保証事業費［債務負担行為］
再生支援協議会支援企業への融資に対す
る債務保証

融資枠2億1,000万円

融資枠2億円

融資枠3億円

融資枠5億6,000万円

融資枠1,122億4,900万円

融資枠17億8,400万円

融資枠17億8,400万円

融資枠2億1,000万円

融資枠1,122億4,900万円

中小企業再生支援事業費
宮城県中小企業再生支援協議会運営費助
成等

中小企業再生ファンド事業費［債務負担行為］
みやぎ企業再生ファンド支援企業への融資
に対する債務保証

　中小企業等の経営体質の強化に向け，中小企業再生支援協議会への支援や，各種制度資金の貸付，経営指導等を進める。
　また，雇用環境の厳しい高校生の就職支援に重点を置いた事業を推進するとともに，各種の雇用対策を展開し，雇用の拡
大を図る。さらに，みやぎジョブカフェ（みやぎ若年者就職支援センター）において，キャリアカウンセリングや就職支援
セミナー等を引き続き実施するとともに，若者がしっかりした職業観を持つことできるよう，子どもの発達段階に応じた職
業教育などの取組を進める。

事業等の名称 備　　　         考
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

②　若年層を中心とした雇用対策の推進

産業経済部 50,000 ○ ○

産業経済部 6,100 ○

産業経済部 9,998 ○

25,360 ○

私立学校新規高卒者就職支援事業費 総務部 3,600 ○

職業観を育む支援事業費 教育庁 5,500 ○

ジョブサポート事業費 教育庁 15,000 ○

キャリア教育総合推進事業費 教育庁 1,260

産業経済部ほか 77,921

ク　産業経済を支える広域交通インフラの整備推進と地域活性化への挑戦 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　高速道路網等の整備推進

道路橋りょう事業費（公共事業等） 土木部 33,699,726

［債務負担行為］ 土木部 ［2,232,000］

街路事業費（公共事業等） 土木部 3,932,000 仙石線連続立体交差事業等

高規格幹線道路整備事業費 6,217,911 ○ ○

高規格幹線道路整備事業費 土木部 4,797,911

地域高規格道路整備費 土木部 1,420,000

高規格幹線道路アクセス道路整備費 土木部 2,347,000

②　仙台空港の機能の拡充とアクセス等周辺施設の整備

8,599,214 ○

仙台空港国際空港化促進事業費 土木部 13,236 ○

仙台空港整備費 土木部 444,280 国直轄事業負担金等

仙台空港アクセス鉄道整備推進費 土木部 2,772,576 ○

仙台空港臨空都市整備推進事業費 土木部 5,222,748 ○

仙台空港臨空都市整備事業費（交通安全施設整備） 新 警察本部 146,374 ○

③　仙台国際貿易港と周辺施設の整備と活用

港湾事業費（公共事業等） 土木部 4,988,498 ○

仙台港背後地土地区画整理事業費 土木部 3,073,616 ○ ○

仙台港整備費（公共事業等） 1,332,860

仙台国際貿易港整備事業費 土木部 16,200 ○

仙台国際貿易港振興対策事業費 土木部 6,081 ○

仙台港整備費（公共事業等） 土木部 1,310,579 仙台港（直轄）等

④　SA，PA等を活用した地域活性化のための方策検討

高速自動車道沿線開発整備プラン策定事業費 新 企画部 500 ○ ○

外国貿易コンテナ定期航路誘致促進事業
等

開発基本方針，整備プラン等の検討

特定重要港湾改修等

区画整理事業等

仙台塩釜港（仙台港区）

エアポートセールス等

第三セクター補助金・貸付金

区画整理組合助成等

交通信号機新設等

（一）半田山下線等

仙台空港整備推進関連事業費

（一）杉ヶ袋増田線等

三陸縦貫自動車道(直轄)等

（主）築館登米線

　産業経済活動のために重要なインフラである三陸縦貫自動車道，仙台北部道路，常磐自動車道，みやぎ県北高速幹線道路
等高速道路網の整備を推進する。
　また，東北地方の拠点空港である仙台空港の国際空港機能の強化に向け，平成１８年度開業予定の仙台空港アクセス鉄道
や周辺機能の整備を推進するとともに，アジア等へのエアポートセールスの積極的な展開，新規路線の開設などに重点的に
取り組む。また，仙台国際貿易港の港湾利用の拡大に向けた積極的なポートセールスを実施する。
　このほか，高速道路サービスエリア等を活用した地域活性化策の検討にも着手する。

事業等の名称 備　　　         考

県立高校への就職支援員配置

外部講師による講演等

日本版デュアルシステム推進事業費 実務・教育連結型人材育成

新規高卒者就職支援事業費

就職支援アドバイザーの配置支援

就職ガイダンス，マナー講習等

みやぎ雇用創出対策事業費 離職者再就職奨励金等

新規高卒未就職者対策事業費 カウンセリングを通じた就職支援等

若年者就職支援ワンストップセンター事業費 能力開発等から就職までの一貫支援

事業等の名称 備　　　         考
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【（１）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

リエゾン活動事業費 産業経済部 16,093

新系統豚造成費 産業経済部 18,636

創造的付加価値創出型研究開発等推進費 産業経済部 11,204

農業試験研究費 産業経済部 140,723

林業試験研究費 産業経済部 7,812

水産試験研究費 産業経済部 31,819

工業試験研究費 産業経済部 23,343

農業農村整備事業費（公共事業等） 産業経済部 42,561,800

［債務負担行為］ 産業経済部 ［1,443,005］

土地改良施設維持管理適正化費 産業経済部 431,372

海岸事業費（公共事業等） 産業経済部 350,000

［債務負担行為］ 産業経済部 [964,000]

ふるさと農道緊急整備費 産業経済部 408,000

21世紀みやぎの牛づくり活性化事業費 産業経済部 37,513 基幹種雄牛選抜事業

草地開発整備事業費（公共事業） 産業経済部 99,421

水産物供給基盤整備事業費（公共事業等） 産業経済部 1,361,720

広域漁港整備事業費（公共事業等） 産業経済部 2,340,000

漁港環境整備事業費（公共事業等） 産業経済部 110,000

沿岸漁場整備開発事業費（公共事業等） 産業経済部 100,000

漁村総合整備事業費（公共事業等） 産業経済部 196,720

水産物供給施設衛生高度化推進事業費 産業経済部 335,533 ○

林道事業費（公共事業等） 産業経済部 321,251

ふるさと林道緊急整備費 産業経済部 122,000

土地区画整理事業費(公共事業費) 土木部 1,702,000

都市公園事業費(公共事業等) 土木部 709,167

市街地再開発費 土木部 179,915

食生活改善普及費 保健福祉部 4,689

宮城大学新学部設置事業費 総務部 3,131,000

地方鉄道対策費 企画部 69,290 ○

バス路線対策費 企画部 127,598

離島航路対策費 企画部 174,250

鉄道施設保全整備費助成

地方路線バス運行費助成

離島航路運行費助成，経営安定資金貸付

加瀬沼公園・みちのく公園

組合施行事業助成

講習会開催・普及

食産業学部校舎建設等

消費者ニーズ対応型水産物供給体制整備

林道・山村居住環境整備

女川京ヶ森線等

大和町等

波路上漁港等

桂島漁港等

仙台湾

小屋取漁港等

石巻地区

狐崎漁港等

土地改良施設機能保持等

海岸保全区域・海岸保全施設整備等

本吉町等

工業技術の高度化等

土地改良事業等

水産業技術の高度化等

林業技術の高度化等

技術協力・技術者養成

新系統豚造成

各試験研究機関連携促進等

農業技術の高度化等

事業等の名称 備　  　　     考
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（２）　みやぎグローバル戦略の推進

ア　国際局の新設とみやぎ国際戦略プランの策定，推進

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

みやぎ国際戦略プラン策定費 新 産業経済部 5,000 ○ ○

極東ロシアとの経済交流調査費 新 産業経済部 2,000 ○ ○

東アジアとの経済交流促進費 産業経済部 19,957 ○ ○

みやぎグローバルビジネス総合支援費 産業経済部 9,000 ○

海外事務所運営費 産業経済部 33,758

イ　海外との人材交流，誘致の促進

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

4,625 ○

中国・吉林省友好交流費 環境生活部 1,104

米国・デラウェア州友好交流費 環境生活部 966

伊国・ローマ県との交流費 環境生活部 2,555

環境生活部 10,059 ４名受入予定

産業経済部 3,917

環境生活部 16,198

学校英語教育充実事業費 300,485 ○

学校英語教育充実推進事業費 教育庁 23,000 ○

外国語指導助手招致事業費 教育庁 276,268

小学校英語教育推進事業費 教育庁 1,217 ○

ウ　多文化共生社会みやぎの形成 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

在住外国人支援費 6,259 ○

外国籍県民支援費 環境生活部 4,100 ○

外国人留学生支援費 環境生活部 1,115

多文化共生シンポジウム開催費 環境生活部 1,044

<<非予算的手法>>

多文化共生推進条例(仮称)の制定 新 環境生活部 － Ｈ１８年度中施行予定

多言語対応相談センター設置等

交流家庭ボランティア募集

３回開催予定

　みやぎ外国人相談センターの相談体制の拡充，災害時における通訳ボランティアの整備，多文化共生社会の形成に向けた
シンポジウム開催などにより，外国人が住みやすく，活動しやすい環境整備を進める。

事業等の名称 備　　　         考

中国吉林省草の根技術協力事業費 参加型かんがい管理研修の実施

外国青年招致事業費 国際交流員受入・研修等

交流協議団の受入等

デラウエア大学生招致・県内学生派遣等

ローマ県訪問団の受入等

海外技術研修員受入事業費

事業等の名称 備　　　         考

友好姉妹省州県交流費

東北フェアin上海開催等

グローバルビジネスアドバイザー設置等

ソウル事務所・大連事務所の運営

　本県の友好姉妹都市である中国吉林省やアメリカ合衆国デラウェア州などと幅広い分野での交流を進めるとともに，技術
研修員受入などの技術交流，大学生相互派遣などの人材交流を行う。

事業等の名称 備　　　         考

策定委員会の設置

ロシア極東地域調査派遣

　東アジア地域・ロシア極東地域との経済，文化，観光など幅広い分野での戦略的な交流，交易を推進するため，新たに国
際政策課を設置するとともに，官民一体となってみやぎ国際戦略プランを策定する。さらに，県内企業へのグローバルビジ
ネスアドバイザーによる助言・指導，海外における商談会開催など，本県独自の国際戦略を積極的に展開する。

県版英語検定の実施等

50名招致

モデル地域での実践活動
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（３）　学力向上，個性・創造性を重視した教育の推進　

ア　学校の主体性確立と特色ある学校教育の展開 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

学校活性化プロポーザル事業費 5,000 ○

学校活性化プロポーザル事業費 教育庁 2,000 ○

学校活性化プロポーザルモデル事業費 教育庁 3,000 ○

県立高校将来構想推進事業費 教育庁 1,378 課題検討，調査・広報等 ○

障害児教育推進事業費 132,730

共に学ぶ学習システム整備事業費 教育庁 129,000 ○

障害児教育地域支援推進事業費 新 教育庁 1,500 ○

共に学ぶ教育研修充実事業費 教育庁 2,230 ○

13歳の社会へのかけ橋づくり事業費 教育庁 8,889 ○

みやぎらしい協働教育推進費 教育庁 12,896

ＩＴ教育推進事業費 教育庁 2,170 ○

学校経営充実支援費 17,496 ○

県立学校評価支援事業費 教育庁 1,868 ○

学校評議員事業費 教育庁 1,665

評価実践研究事業費 新 教育庁 13,963 小・中学校での学校評価研究委託

特別非常勤講師制度活用事業費 教育庁 7,826 ○

私立学校助成費 総務部 11,310,334 ○

イ　学力向上対策の推進

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

学力向上対策費 26,036 ○

小中学校学力向上推進事業費 教育庁 14,436 ○

地域の教育力向上支援事業費 教育庁 5,600

高等学校学力向上ステップアップ事業費 新 教育庁 5,000 ○

学びのロードマップ作成事業費 新 教育庁 1,000

進学指導充実支援費 教育庁 9,537 学習合宿，教員研修等 ○

学校英語教育充実事業費（再掲） 300,485 ○

学校英語教育充実推進事業費 教育庁 23,000 ○

外国語指導助手招致事業費 教育庁 276,268

小学校英語教育推進事業費 教育庁 1,217 ○

学級編制弾力化推進費 教育庁 623,704 ○ ○

コーディネーター養成研修等

奉仕体験活動の推進

学校と地域社会の連携推進

学力状況調査等

地域学習支援センター設置等

県版英語検定の実施等

県独自の指導指針策定

小学校1・2年生対象

学校評議員の委嘱

社会人講師の活用

　他県との比較において良好でない小中学生の学力の向上と全国的に下位にある大学進学達成率の向上に積極的に取り組
む。
　このため，平成１７年３月に策定した「宮城県学力向上推進プログラム」に基づき，教師の指導力の向上，児童生徒の家
庭学習の促進，学力の的確な把握，進路指導の充実強化，学校間の連携強化や学校評価などを推進するとともに，小学校低
学年における少人数学級編成にも取り組む。また，英語力の強化に向けた取組を推進するほか，小・中・高連携及び地域と
の連携等により，全県で学力向上を目指すとともに，予備校や民間のノウハウ等の活用を図る。

事業等の名称 備　　　         考

運営費助成等

モデル地域での実践活動

評価支援システムの実践運用

50名招致

養護学校等による小・中学校支援

教育用ポータルサイトの充実支援等

仙台南高校

通常学級障害児在籍モデル事業

　学校と地域が主体となる学校教育を推進する。各学校の経営の自主自律の向上と創意工夫ある教育活動の取組により，学
校間の切磋琢磨を促進し，県全体の学校教育のレベルアップと活性化を図る。
　特に，校長の自主性をより生かした学校の経営と運営を支援する。また，特色ある教育を展開するため，創意工夫のある
カリキュラムの編成，学校の自己評価・外部評価を充実させるなど，地域と連携したより開かれた学校づくりを目指す。
　また，私立学校の持つ独自の校風と建学の精神で，魅力ある学校教育が一層推し進められるよう，私立学校教育の振興を
図る。

事業等の名称 備　  　　     考

小学校１校，中学校２校

小・中学校連携による学習支援
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ウ　不登校児童生徒等への支援 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

総合教育相談費 280,499 ○

子どもの心すこやか育成事業費 教育庁 199,784 ○

総合教育相談事業費 教育庁 13,736 ○

高等学校スクールカウンセラー活用事業費 教育庁 66,979 ○

在宅不登校児童生徒支援費 11,067 ○

不登校児童生徒対策費 教育庁 2,870 家庭訪問等 ○

適応指導教室へのボランティア派遣費 教育庁 415 県内８教室 ○

スクーリングサポートネットワーク事業費 教育庁 7,782 ○

みやぎアドベンチャープログラム事業費 教育庁 9,619 ○

<<非予算的手法>>

フリースクール等民間施設支援事業費 教育庁 －

【（３）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

（仮称）総合教育センター整備構想策定費 教育庁 3,000 整備手法検討

県立学校施設整備費 教育庁 7,570,629

［債務負担行為］ 教育庁 ［4,156,000］

不登校相談センター等

教育事務所のサポートセンター化等

講習会開催等

連絡協議会設置

備　  　　     考

備　　　         考

　不登校児童生徒及び保護者に対する支援や不登校未然防止への対応として，スクールカウンセラーや専門カウンセラーの
活用など，より広範な相談・支援体制の構築を進めるとともに，学校復帰を前提として活動しているフリースクール等への
支援に取り組む。

事業等の名称

県立高校全校への配置

校舎改築等

事業等の名称

中学校スクールカウンセラーの配置等
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（４）　安全・安心みやぎの創造と環境重視の県土づくり

 ア　地震に強い県土づくりの推進 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

地域防災力向上推進費 総務部 4,262

災害ボランティア受入体制整備費 保健福祉部 7,800 ○

津波情報ネットワーク構築事業費 新 総務部 6,170 ○ ○

防災情報システム管理費 総務部 160,601

外国籍県民災害情報提供システム整備費 環境生活部 3,400 ○ ○

地域衛星通信ネットワーク整備費 新 総務部 2,479 映像設備デジタル化

［債務負担行為］ ［45,000］

防災ヘリコプター運航・整備費 総務部 974,939 ○

庁舎等耐震化促進費 総務部ほか 199,823 耐震補強・大規模改修工事等

県立学校耐震化促進費 教育庁 508,100 耐震補強工事等 ○

木造住宅等震災事業費 新 土木部 61,000 ○ ○

津波避難誘導標識等設置事業費 新 土木部 10,000 ○

土木部 843,000

防潮水門緊急整備事業費 土木部 500,000 ○

水管橋耐震化促進費（企業会計） 企業局 523,066 ○ ○

新 警察本部 74,223 ○

<<非予算的手法>>

津波防災ウォッチング 土木部 －

大規模災害時のボランティア受入体制整備

事業等の名称

道路橋梁震災対策費

総合防災訓練の実施等

災害等重要突発事案対策事業費

耐震補強工事等

機体更新等

耐震診断・補強工事等

8か所

防潮水門遠隔操作化

災害対応の機材整備等

システムの運用・維持管理

送水水管橋耐震化工事等

　近い将来その発生が確実視されている「宮城県沖地震」に備え，地域防災組織の育成支援や総合的な防災訓練の実施を通
じ，県民，地域のコミュニティ，自主防災組織，企業等様々な主体と連携した官民挙げての「地震に強い宮城県」を構築す
る。また，効果的な津波観測体制の整備検討や情報伝達システムのデジタル化を推進し，災害時における情報収集伝達機能
の強化を図る。
　さらに，地震に強いまちづくりを推進するため，公共建築物並びに木造住宅等の耐震化，津波避難誘導標識の整備，河川
防潮水門の遠隔操作化などを推進する。
　加えて，円滑な災害対策活動が行われるよう，ボランティア受入体制の整備や外国籍県民に対する情報提供体制の整備な
どを進める。

情報収集伝達方法の検討

災害時等の情報提供サイト構築

津波防災意識高揚に向けた地域住民との
協働

備　　　         考
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イ　食の安全・安心のための総合的な政策の展開 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

食の安全安心対策費 8,313 ○

みやぎ食の安全安心県民総参加運動費 環境生活部 5,700 ○

みやぎ食の安全安心総合情報提供費 環境生活部 1,745

みやぎ食の安全安心相互交流理解度アップ推進費 環境生活部 868

水産物産地衛生管理定着費 産業経済部 1,500 ○

生がき安全安心対策費 産業経済部 9,000 ○

有用貝類毒化監視対策費 産業経済部 5,000 ○

みやぎの水産物トップブランド形成費（再掲） 産業経済部 5,100 ○ ○

<<非予算的手法>>

ＨＡＣＣＰ定着事業費（「目指せ！ＨＡＣＣＰ」推進システム） 環境生活部 －

農薬適正使用推進員制度 産業経済部 －

ウ　地域医療水準の向上と救急医療体制等の強化 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　地域医療，救急医療体制の充実

救急業務高度化推進費 総務部 33,515

救急医療体制強化推進費 新 保健福祉部 40,000 ○ 〇

救急医師養成費 保健福祉部 6,000 ○

小児救急医療対策費 保健福祉部 6,480 ○ ○

救急救命措置普及費 保健福祉部 2,431 ○

地域の中核的な病院整備推進費 保健福祉部 543,129 ○

②　医師確保対策

自治体病院等医師確保対策費 127,550 ○

宮城県ドクターバンク推進費 保健福祉部 10,000 ○

医学生修学資金等貸付費 保健福祉部 54,500 ○

地域医療システム学講座設置費 保健福祉部 40,000 ○

地域医療システム検討促進費 保健福祉部 2,000 ○

自治体病院等臨床研修支援費 保健福祉部 20,100 ○

自治体病院開設者協議会支援費 保健福祉部 950 ○

<<非予算的手法>>

地域医療医師登録紹介事業費 保健福祉部 ー

臨床研修医受入助成

二次医療圏毎の検討支援

東北大学寄附講座

貝毒検査等

大学生・大学院生・臨床研修医・専門研修
医への貸付

医師確保対策専門委員会開催等

みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度

高度救命救急センターでの研究，研修，人
材育成等

備　　　         考

定年勤務医，女性医師等の登録・紹介

　県民全てが安心して暮らせる環境の実現を目指し，みやぎ食の安全安心県民総参加運動を展開し，安全で安心できる食の
実現に継続して取り組む。
　また，水産加工場における衛生管理の徹底，ノロウィルスの浄化手法の開発，貝毒検査による毒化監視等を推進するとと
もに，食品製造施設における衛生レベルの向上を図る「みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度」の導入を推進する。

事業等の名称

ホームページによる情報提供

ノロウィルス浄化・検査手法開発

地方懇談会の開催等

自治体病院への医師派遣

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）配備等

建設，施設設備整備への支援

二次心肺蘇生法等の研修会開催

水産物の戦略的マーケティング活動支援

モニター制度・取組宣言等

備　　　         考

市場等の衛生管理体制整備助成

小児救急電話相談等

救急救命士養成教育等

農薬適正使用推進員認定

　地域の中核的な病院の整備を推進するとともに，救急医師養成や救急医療に携わる人材の確保など，救急医療体制を充実
する。
　また，県内の自治体病院を中心とした地域医療に従事する医師の絶対数の不足と地域偏在及び特定診療科の医師不足に対
処するため，医師不足の解消に向けた事業を推進する。
　さらに，県民が身近な地域で一貫したリハビリテーションサービスが受けられるよう，宮城県リハビリテーション支援セ
ンターを中心とした関係機関のネットワークの形成など，総合リハビリテーション体制を整備する。
　加えて，世界的な流行が懸念されている感染症の予防及びその発生に備えた対策を強化する。

事業等の名称
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

③　リハビリテーション体制の充実

総合リハビリテーション体制整備推進費 126,788 ○

リハビリテーション支援センター整備費 新 保健福祉部 95,600 ○

リハビリテーション支援センター機能整備費 新 保健福祉部 8,000 ○

地域リハビリテーション支援体制整備費 保健福祉部 14,488 ○

地域リハビリテーション医療体制整備推進費 新 保健福祉部 5,000 ○

高齢者リハビリテーション促進費 新 保健福祉部 2,500 ○

リハビリテーション職員研修会開催支援費 保健福祉部 700 ○

福祉用具プランナー研修費 保健福祉部 500 ○

高次脳機能障害者支援費 新 保健福祉部 3,295 支援プログラムの集中実施等 ○

④　ウィルス・感染症対策

新 保健福祉部 209,000 ○ ○

保健福祉部 26,778

エ　環境重視の県土づくり　　 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　優れた自然環境の保全・育成

環境生活部 5,200 ○ ○

新 産業経済部 6,000 ○

傷病鳥獣救護システム整備費 3,719 ○

傷病野生鳥獣救護費 環境生活部 1,956 救護機関への費用負担

傷病野生鳥獣保護ボランティア活動支援費 環境生活部 174 鳥獣保護思想の普及啓発

傷病鳥獣救護システム整備検討費 新 環境生活部 500 システム検討会の開催 ○

特定鳥獣保護管理計画費 環境生活部 1,089 計画検討・評価委員会開催

金華山森林復元費 17,188

金華山森林復元費 環境生活部 16,000 ○

金華山生態系保全費 環境生活部 1,188 検討委員会開催，調査等

<<非予算的手法>>

傷病野生鳥獣フォスター・ペアレント推進費 環境生活部 －

防鹿柵の設置

アニマルレスキュー隊員活動支援

水循環計画策定費
水循環保全基本計画・流域水循環計画策
定

仙台湾の水循環健康診断費 環境指標生物分布状況等

事業等の名称 備　　　         考

感染症予防費

ネットワーク整備，広域支援等

改修工事，耐震工事等

日本福祉用具供給協会との共催研修

知識・技能向上研修

二次医療圏体制整備

協議会設置運営，市町村支援等

新型インフルエンザ対策費

事業等の名称 備　　　         考

訪問リハビリテーション体制整備

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

感染症指定医療機関運営助成等

　本県の優れた自然環境の保全，再生に積極的に取り組むとともに，ふるさと宮城の水循環保全条例に基づく水循環保全基
本計画を策定する。また，傷病鳥獣の救護体制の整備に向けた取組を進める。
　さらに，循環型社会の構築に向けて，地球温暖化対策の推進，新エネルギー等の導入促進や省エネルギーの普及啓発など
を行うとともに，環境・リサイクル関連産業を本県の重点的に育成する分野と位置づけ，関連企業の立地促進や技術開発の
ための支援を行う。これらの事業推進に当たっては，産業廃棄物税による税収入を有効活用する。
　このほか，環境保全型農業を推進するため，エコファーマーの支援や環境に優しい農業定着事業などに取り組む。
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

②　循環型社会の構築に向けた取組

みやぎ地球温暖化対策地域推進費 環境生活部 8,900 ○ ○

ESCO事業導入可能性調査費 新 環境生活部 11,485 ○

新エネルギー地産地消導入促進モデル事業費 新 環境生活部 3,000 ○

自然エネルギー等・省エネルギー促進費 環境生活部 3,654 ○

産業廃棄物税基金設置費 環境生活部 286,105 基金積立金

280,000 ○

環境産業コーディネーター派遣費 環境生活部 21,900 ○

産業廃棄物等発生抑制支援費 環境生活部 101,000 ○

企業連携型リサイクルシステム構築支援費 環境生活部 5,000 ○

みやぎエコファクトリー立地促進費（再掲） 新 環境生活部 120,700 ○

地域におけるバイオディーゼル燃料利活用推進費 新 環境生活部 2,000 ○

産業廃棄物処理業者指導強化費 新 環境生活部 1,200 ○

産業廃棄物処理システム健全化促進費 環境生活部 1,200 ○

産業廃棄物不法投棄監視強化費 環境生活部 12,300 ○

産業廃棄物不適正処理対策費 環境生活部 14,700 仙台市への交付金

③　環境保全型農業の推進

環境保全型農業推進費 9,784 ○

エコファーマー支援普及費 産業経済部 1,710 ○

環境にやさしい農業定着促進費 産業経済部 8,074 ○

農地・水・農村環境保全向上活動支援費 新 産業経済部 18,418 ○

畜産環境総合整備費（公共事業） 産業経済部 821,858 加美町等

産業廃棄物税基金事業費

地域における地球温暖化対策の推進

県有施設への導入可能性調査

処理過程追跡・管理システム普及促進等

監視体制強化等

農産物表示認証制度検討等

地域協議会設置等

公用車へのバイオディーゼル燃料利用

モデル地区での調査等

発生抑制，再利用機器導入助成

企業連携システム構築助成

立地企業への奨励金

審議会開催，普及啓発等

コーディネーターの企業への派遣

講習会開催等

セミナー開催等

事業等の名称 備　　　         考
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オ　治安日本一に向けた取組の推進 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

安全安心なまちづくり推進費 新 環境生活部 3,000 ○ ○

少年非行防止対策推進費 警察本部 6,495

警察本部 67,777 ○ ○

石巻警察署分庁舎建設費 新 警察本部 7,837 基本・実施設計

交番・駐在所建設費 警察本部 47,000 ２か所

交番・駐在所機能強化推進費 新 警察本部 13,379 非常通報機能の整備

警察本部 94,443 ○

警察本部 111,958 ○

交通安全施設整備費 3,687,970

道路管理者分 土木部 2,477,200 歩道・交差点改良等

公安委員会分 警察本部 1,210,770 信号機新設，交通規制標識設置等

犯罪被害者支援基盤整備費 警察本部 5,175

<<非予算的手法>>

コミュニティポリス・サポーター事業費 警察本部 －

「安全・安心まちづくり・みやぎユニット運動」の推進 警察本部 －

「大学生健全育成ボランティア『ポラリス宮城』」との連携 警察本部 －

「防犯マン推奨運動」の推進 警察本部 － 防犯意識高揚のための活動推進

システム拡充

少年非行防止等の活動支援

地域単位の防犯活動支援

放置車両確認事務委託等

警察職員ＯＢの地域治安活動支援

緊急配備支援システム整備事業費

警察ボランティア活動等

県民運動の推進

　県民が真に安心して暮らせるまちづくり実現に向けて，地域住民をはじめ関係機関と連携を強化し，官民一体となって安
全安心なまちづくりを推進する。また，交番相談員や警察安全相談員の増員，交番・駐在所機能の強化や緊急配備支援シス
テムの整備などを通じ，治安向上や犯罪抑止・検挙体制の強化を推進する。

みやぎ被害者支援センターへの助成等

交番相談員等設置費

備　　　         考

交番相談員・警察安全相談員の配置

違法駐車対策費

事業等の名称

- 16 -



【（４）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

消防防災施設等整備助成費 総務部 16,639

消防学校移転整備費 新 総務部 57,000 ○

県有建築物アスベスト対策費 新 環境生活部ほか 852,586 ○

伊豆沼・内沼環境保全対策費 環境生活部 36,634

みどりのクニづくり事業費 環境生活部ほか 14,847

県民の森保全費 環境生活部 63,725

環境基本計画策定費 環境生活部 3,500

自動車交通公害防止計画策定費 環境生活部 10,000

消費生活保護推進費 環境生活部 43,474

産業廃棄物処理施設対策費 環境生活部ほか 83,289 ○

浄化槽設置促進費 環境生活部 96,600

精神科救急医療システム運営費 保健福祉部 108,302

こども病院運営費負担金 保健福祉部 2,238,059 ○

結核病床運営費 保健福祉部 14,790

国民健康保険財政健全化対策費 保健福祉部 16,200,000 ○

リアスの森保全対策事業費 新 産業経済部 5,000 ○

ふるさと食品活性化ネットワーク支援事業費 産業経済部 1,228

中山間地域等直接支払交付金事業費 産業経済部 217,073

森林病害虫防除費 産業経済部 112,179

森林育成事業費（公共事業等） 産業経済部 836,042

治山事業費（公共事業等） 産業経済部 1,213,804

緊急輸送道路整備事業費 土木部 7,302,000

流域下水道建設事業費（特別会計） 土木部 2,278,000

[債務負担行為]　　 土木部 ［1,273,000］

情報基盤緊急整備事業費 土木部 226,700

災害防除事業費 土木部 283,000

河川事業費（公共事業等） 土木部 13,250,562

［債務負担行為］ 土木部 ［638,000］

海岸事業費（公共事業等） 土木部 1,375,833

ダム建設事業費（公共事業等) 土木部 4,291,900

［債務負担行為］ 土木部 ［700,000］

砂防事業費（公共事業等) 土木部 2,162,600

［債務負担行為］ 土木部 ［400,000］

急傾斜地崩壊対策費（公共事業等) 土木部 933,000

災害復旧事業費（公共事業等） 産業経済部 554,300

災害復旧事業費（公共事業等） 土木部 2,600,405

被災農業用施設等の災害復旧

被災土木施設等の災害復旧

アグリビジネス起業者支援

耕作放棄地発生防止

造林事業等

法枠工事等

長沼ダム等

システム整備

荒廃山地復旧等

河川改修等

地方独立行政法人への負担金

仙台赤十字病院への助成

財政調整・安定化支援

枯損木除去

サンクチュアリセンター管理等

休日・夜間当番病院運営等

県民の森の維持管理

新計画の推進

第二次計画の策定

地方消費生活相談業務等

浄化槽設置助成

村田町竹の内地区

事業等の名称 備　  　　     考

高潮対策・局部改良等

落石防止

松くい虫被害予防・防除

（国）３９８号等

仙塩流域下水道等７流域

県土の緑化推進

消防ポンプ自動車等

基本・実施設計

除去工事等

砂防ダム等
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（５）　安心して子育てできるみやぎ・女性が活躍しやすいみやぎの創造

ア　総合的な子育て支援の充実 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

次世代育成支援対策推進費 9,857 ○

次世代育成支援対策地域協議会開催費 保健福祉部 306 ○

地域まるごと子育て支援モデル推進費 新 保健福祉部 4,422 ○

みやぎ子育てシンポジウム２００６開催費 保健福祉部 1,435 ○

子ども専用相談推進費 保健福祉部 3,694 ○

437,573 ○

休日･夜間保育費 新 保健福祉部 1,016 ○

乳児保育等推進費 保健福祉部 10,751 ○

一時･特定保育費 保健福祉部 42,676 ○

地域子育て支援センター費 保健福祉部 183,650 ○

私立幼稚園預かり保育支援費 総務部 199,480

保健福祉部 159,084 ○

保健福祉部 16,500 ○ ○

保健福祉部 3,170 ○

保健福祉部 10,814 ○

新 保健福祉部 1,010 ○

保健福祉部 1,546 ○

21,826

不妊専門相談センター運営費 保健福祉部 2,114 ○

不妊治療医療助成費 保健福祉部 19,712 ○

イ　女性社会進出支援(就労支援)システムの整備 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

男女共同参画相談費 環境生活部 5,493 ○ ○

ポジティブ・アクション推進費 環境生活部 2,719 ○

【（５）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

社会的引きこもりケア体制整備費 保健福祉部 3,788 ○

児童手当・児童扶養手当給付費 5,746,681 ○

児童手当給付費 保健福祉部 4,276,096

児童扶養手当給付費 保健福祉部 1,470,585

乳幼児医療助成費 保健福祉部 1,178,444 ○

母子父子家庭医療助成費 保健福祉部 233,367 母子父子家庭医療費の助成

児童手当の給付

備　　　         考

専門相談員窓口設置

乳幼児医療費の助成

備　  　　     考

企業での女性の積極的活用促進

意識啓発・機運醸成等

健全育成施策推進

配偶者暴力（DV）被害者支援対策費

母子保健児童虐待予防費
産後うつ病の早期発見・支援による児童虐
待予防

自立支援・DV防止普及啓発

保育対策等促進費

保育所への助成

保育所への助成

　少子化が進む中，次世代育成支援策の推進や保育サービスの充実，児童クラブの活動支援などを通じ，地域全体で子育て
を支える環境づくりを進める。また，児童虐待防止のための宿泊・通所型サービスの実施などにも取り組む。

事業等の名称

人材・資源活用による子育て支援

計画の進行管理

備　　　         考

登録里親運営グループホーム支援

相談指導・情報提供

医療費助成

　企業における女性の積極的活用のための措置（ポジティブ・アクション）を入札参加登録制度と関連づけ促進するととも
に，男女共同参画についての相談者に対する支援を行う。

不妊治療相談･支援費

事業等の名称

みやぎ男女共同参画相談室の運営

放課後児童健全育成事業費

保育所への助成

子どもの治療や親に対するケア

児童クラブ等活動助成

ファミリーグループホーム推進費

親子関係サポート事業費 宿泊・通所型サービス等

４６か所

時間延長，長期休業日

子どもメンタルサポート推進費

児童扶養手当の給付

事業等の名称
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（６）　誰もが暮らしやすい地域社会の実現

ア　福祉サービス水準の向上の実現 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

①　高齢者福祉の充実

介護保険低所得者利用負担軽減対策費 保健福祉部 139,728 社会福祉法人等への助成

介護予防推進費 17,120 ○ ○

小規模多機能居宅介護促進費 新 保健福祉部 3,696

介護予防調査推進費 新 保健福祉部 3,953

介護予防に関する事業評価・市町村支援費 新 保健福祉部 9,471

介護保険研修推進費 46,891 ○ ○

ケアマネジメントリーダー活動支援費 保健福祉部 2,837

地域包括支援センター職員等研修費 新 保健福祉部 10,507

介護支援専門員資質向上費 保健福祉部 33,547

556,750 ○

特別養護老人ホーム建設費 保健福祉部 415,500 ○

介護老人保健施設整備費 保健福祉部 25,000 ○

特養併設ショート居室増築費 保健福祉部 11,500 ○

在宅サービス施設整備費 保健福祉部 3,500 ○

ケアハウス建設費 保健福祉部 101,250

保健福祉部 2,440 ○

保健福祉部 4,840 ○

保健福祉部 23,537 公表制度実施支援

②　ノーマライゼーションの推進

地域福祉推進費 17,232

地域福祉活動促進費 新 保健福祉部 1,969 ○

地域福祉実践モデル推進費 新 保健福祉部 5,500 ○

共生型地域生活総合支援費 新 保健福祉部 991 ○

多機能型地域ケアホーム運営強化対策費 新 保健福祉部 316 ○

地域福祉推進普及費 新 保健福祉部 8,456 ○

障害者グループホーム等整備促進費 72,240 ○

障害者グループホーム整備促進費 保健福祉部 3,000 ○

障害者福祉施設整備費 保健福祉部 69,240

総合マネジメント支援費 保健福祉部 113,572 ○ ○

重症心身障害児（者）通園費 保健福祉部 94,542 ○

知的障害者援護施設特別処遇加算助成費 保健福祉部 48,813 ○

バリアフリー推進費 4,416

バリアフリーみやぎ推進費 保健福祉部 3,244 ○

県有施設ユニバーサルデザイン推進費 新 保健福祉部 1,172 ○

指導員の加配助成

バリアフリー思想の普及・啓発

ワークショップ開催等

高齢者虐待対策費

施設整備助成

日常生活機能訓練

療育指導・相談，緊急保護受入

介護サービス情報の公表推進費

改修，備品購入助成

新プランの普及・推進

施設整備助成

人材育成等

地域力を高める拠点づくり

事業評価・市町村支援委員会の運営等

老人福祉施設等整備費

ユニットケア促進研修費 ユニットリーダー等の養成

施設整備助成

研修，支援体制整備

施設整備助成

　介護保険法の改正に合わせ，市町村に設置される地域包括支援センターの設立を支援するとともに，介護予防システムの
構築を促進する。また，介護サービス基盤の重点的な整備推進とともに，介護従事者の意識啓発のための研修事業等に取り
組む。
　知的障害者の地域生活移行については，地域での障害者受入体制の充実・強化に取り組み，市町村等の相談体制整備，生
活サポート事業などへの支援や，障害者グループホームの整備などを推進する。また，障害者の就労機会の確保についても
重点的に取り組む。
　さらに，重度の障害者や難病患者及びその家族が地域で安心して住み続けることができる環境や相談体制の整備を進め
る。

事業等の名称 備　　　         考

ネットワーク構築，普及啓発等

現任研修，実務研修等

施設整備助成

ケアホーム支援

人材育成・支援等

施設整備助成

事業指定のための研修

要支援・介護状態要因調査

職員養成支援
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新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

③　障害者の就業対策

産業経済部 13,600 ○ ○

産業経済部 9,200 ○

21,600 ○

県庁業務障害者就労モデル推進費 保健福祉部 15,000 ○

就労支援費 保健福祉部 6,600 ○

保健福祉部 17,200 ○

④　特定疾患等難病対策費

重度障害者対策費 保健福祉部 29,018 ○

難病特別対策推進費 保健福祉部 9,598 ○

イ　いきいきシニアパワーの活用戦略 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

シルバー人材センター設立・育成事業費 産業経済部 26,877

高齢者生活支援・生きがい健康づくり推進費 保健福祉部 108,610

みやぎシニアカレッジ運営費 保健福祉部 39,824 ○ ○

元気高齢者対策費 1,156

元気シニアのためのマッチング推進費 新 保健福祉部 156 ○

老人クラブ社会貢献活動促進費 保健福祉部 1,000 ○

【（６）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

介護保険給付費負担金 保健福祉部 15,531,178 ○

地域支援事業交付金 保健福祉部 300,000 地域支援事業交付金

保健福祉部 13,500,000 県負担金 ○

障害者介護・訓練等給付費 保健福祉部 2,579,174 ○

心身障害者医療費助成事業費 保健福祉部 1,638,328 重度心身障害者の医療費助成

保健福祉部 1,189,256

介護サービス経営者意識啓発事業費 保健福祉部 2,013 優良事業者育成

生活保護扶助費 保健福祉部 2,393,162 生活扶助，医療扶助等

保健福祉部 18,900 ○

保健福祉部 2,808 ○

特定疾患対策費 1,824,869 ○

特定疾患治療対策費 保健福祉部 1,507,328 特定疾患治療対策費

小児慢性特定疾患対策費 保健福祉部 317,541 小児慢性特定疾患対策費

遷延性意識障害者対策費 保健福祉部 86,243

県社会福祉協議会退職手当助成費 保健福祉部 200,000

職場適応訓練費 産業経済部 28,337 ○

障害者就農支援費 産業経済部 1,625 就農適応訓練等

遷延性意識障害者対策費

退職給与引当金相当額助成

職業訓練事業主委託

精神障害者自立生活支援費 自立生活支援員派遣等

福祉サービス第三者評価推進費 第三者評価機関育成，評価基準作成等

ボランティア情報提供

モデル事業助成

事業等の名称 備　  　　     考

事業等の名称

シルバー人材センター運営支援等

みやぎシニアカレッジ・アカデミー校の新設
等

備　　　         考

高齢者の日常生活支援

ＡＬＳ等総合対策

　元気シニアが活躍できる場の情報提供などのシステムの整備を積極的に進めるとともに，高齢者の社会貢献活動などを促
進するため，みやぎシニアカレッジ・アカデミー校の新設や，老人クラブの社会貢献活動を推進する。

サポートセンター運営委託等

難病相談支援センター運営

障害者就労総合支援費

ホームヘルパー養成研修等

古紙リサイクル事業等での障害者雇用

障害者就労等ＩＴ研修費

事業等の名称

障害者雇用促進モデル推進費 障害者雇用事業者支援

障害者就業・生活サポート費 サポートセンター設置支援

備　　　         考

介護保険給付費負担金

老人医療給付負担費

障害者自立支援法に基づく介護・訓練等給
付

障害者自立支援医療費 更生医療，精神通院公費
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（７）　ＮＰＯなど多様な主体との協働及び地域文化の振興

ア　ＮＰＯとのパートナーシップの構築と活動基盤の強化　 

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

18,500 ○

みやぎＮＰＯ夢ファンド支援費 環境生活部 4,000 ○

みやぎＮＰＯサポートローン支援費 環境生活部 10,000 ○

ＮＰＯマネジメントサポート推進費 環境生活部 4,500 ○

イ　個性豊かな地域文化の創造及び文化・スポーツ活動の振興

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

文化活動促進費 環境生活部 54,903

みやぎ県民文化創造の祭典開催費 環境生活部 26,449 ○

文化振興費 環境生活部 12,486 宮城県芸術選奨の授与等

【（７）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

企画部ほか 16,890 ○

企画部 35,000

ＮＰＯ活動拠点整備費 環境生活部 4,210

環境生活部 2,650

県民会館管理運営費 環境生活部 120,931

慶長使節船ミュージアム管理運営費 環境生活部 192,254

地域活動青年指導者育成費 環境生活部 9,812

民間非営利活動プラザ費 環境生活部 36,672

国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会記念基金事業費 教育庁 190,431

図書館貴重資料保存修復対策費 教育庁 24,416

東北総合体育大会開催費 教育庁 94,351

大規模スポーツ大会開催支援費 新 教育庁 24,000

中国吉林省文化交流推進費

管理運営委託

広域スポーツセンター事業等

指定文化財の修復等

青年リーダー育成研修事業等

文化団体への芸術活動助成

事業等の名称

プロ野球球団本拠地振興費 プロ野球球団の定着，地域密着支援

備　  　　     考

実行委員会負担金

ファンドへの拠出金

　文化団体の活動支援や芸術銀河（みやぎ県民文化創造の祭典）の開催などを通じて，優れた芸術や個性豊かな地域文化の
創造と発信を引き続き進める。

事業等の名称 備　　　         考

セミナー開催等

事業等の名称 備　　　         考

ＮＰＯ活動促進費

　みやぎＮＰΟ夢ファンドやみやぎＮＰΟサポートローンの活用，ＮＰΟマネジメントセミナーの開催などを通じ，多様な
社会システムの創造と地域活力の向上を担う組織としてのＮＰΟを支援する。

短期融資

バスケットボール世界選手権大会運営費助
成等

グランディ・21設備整備等

県有施設活用による拠点整備

文化交流訪問団の派遣

Jリーグチーム推進費

管理運営委託

管理運営委託

ベガルタ仙台への支援等

- 21 -



（８）　行政の電子化の推進

ア　電子自治体及び総合情報ネットワークの構築

【主な事業等】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

589,008 ○

共通基盤システム保守事業費 企画部 61,948 ○

共通基盤システム機器運用事業費 企画部 97,356 ○

電子申請システム構築事業費 企画部 209,424 ○

建設工事等電子入札システム構築事業費 出納局 68,663

［債務負担行為］ 出納局 [124,000]

物品等電子調達システム構築事業費 出納局 78,156

LGWAN整備・運用等事業費 企画部 73,461 ○

バックオフィスシステム整備費 924,920 ○

庶務業務支援システム整備事業費 企画部 262,300 ○

人事管理システム整備事業費 総務部 136,300 ○

財務会計システム等構築事業費 出納局ほか 526,320 詳細設計，プログラム開発等

［債務負担行為］ 企画部ほか [589,000]

地方税電子申告システム開発費 総務部 165,038

【（８）関連事業】

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

移動通信用鉄塔施設整備費 企画部 144,599 移動通信エリアの拡大支援

みやぎデジタルアカデミー開催事業費 企画部 6,536

（９）　その他

新 担当部局 H18予算(千円) 重点
事業

主要
事業
概要

県税交付金等 総務部 77,125,990

電源立地地域対策交付金 企画部 1,638,176 市町村交付金等

県議会議員選挙費 総務部 240,000

注）「重点事業」欄に○が付されている事業は，その一部または全部が県の重点事業となっているもの。

　　（県の重点事業の一覧表は政策課のホームページに掲載）

県税交付金，徴税取扱費交付金等

平成19年4月29日任期満了

事業等の名称 備　  　　     考

自動車保有関係手続ワンストップサービス
の導入等

事業等の名称 備　  　　     考

電子県庁推進費

運用管理アウトソーシング業務

詳細設計，プログラム開発等

小・中学生，高校生向け専門的ＩＴ教育等

詳細設計，プログラム開発等

備　　　         考

　ＩＴの利活用による行政手続きの電子化や電子自治体化を推進し，県民の負担軽減や行政コストの削減を推進する。

事業等の名称

総合行政ネットワーク運営費負担金等

機器運用等アウトソーシング業務

保守・改善業務委託等

システム開発，機器利用料等

システム開発，機器利用料等
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